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鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する 
法律の概要
赤磐市産業振興部農林課
吉　鶴　直　斗
　本稿は平成29年11月11日の岡山行政法実務研究会での発表内容を原稿化したものである。鳥獣行
政の一端を知る一助となれば幸いである。
１　法律の制定から現在に至る経緯
　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（以下、「法」という。）は、明治28年の狩
猟法に端を発し、現在まで十数回の改正が行われてきた。当初は、狩猟を免許制とするとともに、
狩猟の方法に一定の制限を課すことを内容としていた。
　昭和以降は、鳥獣保護の強化をはかる観点から相次いで改正が行われた。昭和25年改正では、鳥
獣の保護区が制定され、保護区内での狩猟が禁止され、昭和38年改正では、法の名称が鳥獣の保護
及び狩猟の適正化に関する法律に改められるとともに、目的が生活環境の改善、農林水産業の振興
とされ、鳥獣保護事業計画の制度が創設された。昭和53年改正では、特別保護指定区域が設けられ
たほか、狩猟者が都道府県ごとの登録制とされた。
　平成に入ると鳥獣の保護に加えて、管理の色合いが増してくる。平成11年の改正では、鳥獣保護
を図る上では個体数を削減することも必要であるとの考えが初めて法に導入され、特定鳥獣保護管
理計画制度が設けられた。平成14年改正では、指定管理鳥獣制度が新設され、イノシシ、ニホンジ
カが対象となった。そして平成26年改正では、法の名称が鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化
に関する法律と改められるとともに、認定鳥獣捕獲者制度が設けられた。これは、従来、狩猟団体
である猟友会に依存してきた有害鳥獣の捕獲を一定の技術を持つ法人であれば、事業として実施す
ることを許可する制度である。
　このように、鳥獣の保護を目的とした法律が時代の変遷とともに管理の色合いを強めた理由につ
いては、以下のように考えられる。
　日本では明治時代開墾、人口増加に伴う居住地や耕作地の拡大が続き、多くの野生動物が生息す
る中山間地域でも人々が生活するようになった。昭和以降はその結果、一部の鳥獣は生息域や個体
数が減少していったため、鳥獣の保護政策が求められた。その後、全国的な少子高齢化、大都市へ
の人口集中による過疎化、それに伴う里山の荒廃が進行すると、元来繁殖率と競争力が高かった種
は、急速に生息数を回復させた。しかし、荒れてしまった里山に餌はなく、生息域を人間の生活圏
まで拡大させる個体が現れ始めた。地域の植生を食い荒らし、農作物に被害を発生させるこうした
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野生動物を管理するために、近年の改正は行われてきた。
２　法の概要
⑴　目的
　法の目的は、１条に定めるとおり、「生物の多様性の確保（生態系の保護を含む。以下同じ。）、生
活環境の保全及び農林水産業の健全な発展に寄与することを通じて、自然環境の恵沢を享受できる
国民生活の確保及び地域社会の健全な発展」である。すなわち、鳥獣と定義付けられている全ての
動物の保護と管理そして適正な狩猟を図ることによって、小目的としての生物の多様性の確保、生
活環境の保全及び農林水産業の健全な発展がなされ、大目的である自然環境の恵沢を享受できる国
民生活の確保及び地域社会の健全な発展がなされるという構造である。
⑵　用語の定義
　法における主要な用語の定義を述べる。
　鳥獣（法２条１項）とは、鳥類又は哺乳類に属する野生動物である。ただし、家ねずみは環境衛
生上、重大な支障を及ぼす鳥獣であることから、また日本アシカ、アザラシ、ジュゴン以外の海洋
哺乳類については、他の法令によって適切な保護、管理がなされていることから、法の対象外とな
っている。
　管理（法２条３項）とは、生物の多様性の確保、生活環境の保全又は農林水産業の健全な発展を
図る観点から、その生息数を適正な水準に減少させること、又は、その生息地を適正な範囲に縮小
させることである。
　指定管理鳥獣（法２条５項）とは、希少鳥獣以外の鳥獣であって、集中的かつ広域的に管理を図
る必要があるものとして環境省令で定めるものを指す。これは実質的に生息数を減少させるべきと
判断されている鳥獣であり、現在、イノシシとニホンジカが指定されている。
　狩猟鳥獣（法２条７項）とは、希少鳥獣以外の鳥獣であって、その肉又は毛皮を利用する目的、
そして管理する目的その他の目的で捕獲等の対象となる鳥獣であって、環境省令で定めるものを指
す。現在、鳥については28種類、獣類については20種類が指定されている。末尾に資料を添付する
ので参考とされたい。
　法定猟法（法２条６項）とは銃器、網、又はわなであって環境省令で定めるものを使用する猟法
その他環境省令で定める猟法であり、狩猟（法２条８項）とはその法定猟法によって狩猟鳥獣の捕
獲等をすることである。狩猟期間（法２条９項）とは、毎年10月15日（北海道にあっては、毎年９
月15日）から翌年４月15日までの期間で狩猟鳥獣の捕獲等をすることができる期間をいう。すなわ
ち、狩猟鳥獣の捕獲等とは、狩猟者登録を行った都道府県下において、狩猟期間中に法定猟法を用
いた場合のみ可能である、ということが法の原則である。
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３　鳥獣の捕獲について
　鳥獣の捕獲については、大きく２種類に分けることができる。狩猟期間中に狩猟者登録を行った
都道府県内で、狩猟によって捕獲する場合（法11条）と、学術研究の目的、鳥獣の保護又は管理の
目的その他環境省令で定める目的で環境大臣又は都道府県知事の許可を受けて捕獲する場合（法９
条）である。このうち、法９条の許可を受けて行う捕獲について詳述する。
①　学術研究を目的とする場合
　学術研究の目的で、捕獲によってしかその目的を果たせない場合を指す。対象者は研究調査を
行う者、又はこれらの者から依頼を受けた者である。
②　鳥獣の保護を目的とする場合
　３種類の捕獲を対象としており、１つ目は、第一種特定鳥獣保護計画（法７条）の達成の為に
行う捕獲である。第一種特定鳥獣保護計画とは、都道府県が、生息数が著しく減少し、又はその
生息地の範囲が減少している鳥獣について、保護を図るため特に必要があると認めるときに定め
る計画である。岡山県においては、ツキノワグマの保護を行う為の捕獲が該当する。２つ目は、
鳥獣の保護にかかる行政事務の遂行に伴う捕獲であり、例えば、民家にタヌキ等が入ってしまっ
て、そこから動物が出られなくなっていると言うような状況での捕獲が想定されている。３つ目
は、傷病鳥獣の保護の為の捕獲である。
③　鳥獣の管理を目的とする場合
　管理とは、前述したように生息数の適正な減少、又は生息地の適正な縮小を意味するので、殺
処分を条件とした捕獲許可となる。
　２種類の捕獲を対象としており、１つ目は、第二種特定鳥獣管理計画（法７条の２）の達成の
為の捕獲である。第二種特定鳥獣管理計画とは、都道府県が、生息数が著しく増加し、又は生息
地の範囲が拡大している鳥獣について、管理を図るため特に必要があると認めるときに定める計
画である。岡山県では、イノシシとニホンジカが対象となっている。
　２つ目が、生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害の防止を目的とする場合の捕獲であり、
これが一般的に言われる「有害鳥獣」の捕獲と考えられる。
　鳥獣の管理を目的とする場合については、環境省の「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を
実施するための基本的な指針」Ⅲ第四２－３⑴に基づき、原則狩猟免許所持者を許可対象者とし
ている。逆に言えば、狩猟免許を所持しない者が何らかの法的な許可を得て、鳥獣の管理を目的
として、鳥獣を捕獲し殺処分することは、原則不可能である。
④　その他環境省令で定める場合
　法施行規則５条において、博物館、動物園その他これに類する施設における展示（１号）、愛玩
のための飼養（２号）、養殖している鳥類の過度の近親交配の防止（３号）、鵜飼漁業への利用（４
号）、伝統的な祭礼行事等への利用（５号）、前各号に掲げるもののほか公益上の必要があると認
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められる目的（６号）が定められている。
４　行政現場での課題
　鳥獣行政の現場における課題としてまず挙げられるのは、鳥獣の保護及び管理に関して、市民の
間で正しい認識が広がっていないということである。例えば、自身が農作物を作っている畑でタヌ
キを捕まえたから殺処分して欲しいという相談が市町村窓口に寄せられる。しかし、上述のとおり、
農林業被害防止目的の場合、鳥獣の捕獲は許可制となっている。そのため、許可を得ずしてタヌキ
を捕獲したこと自体が違法であるため、速やかに放獣しなさいと指導するが、当然理解は得られな
い。その一方で農家等の市民は、捕獲のための罠をホームセンター等で簡単に手に入れることがで
きるが、その罠を使って捕獲を行うことは違法行為となってしまうのである。
　次に、法９条に係る都道府県知事の捕獲許可権限の大部分が市町村に移譲されているため、一市
町村の許可だけでは捕獲活動の際に市町村の境を越えることができないことである。
　さらに、市街地等の、人々の生命及び財産に重大な影響を及ぼす場所に大型の鳥獣が突然出没し
た場合など緊急時の有害鳥獣の捕獲について、法に具体的な基準が存在しないことである。法９条、
施行規則５条６号において公益上の必要がある場合が定められてはいるが、権限移譲された市町村
がどれほど適切に権限を行使できるか、課題は大きい。
５　まとめ
　時代の変遷に伴って、法の役割は狩猟の適正化から鳥獣の保護へ移り、さらに鳥獣の管理へと変
化してきた。
　そうした変遷の結果、現在では、上述したとおり、管理を目的として有害鳥獣を捕獲する際の許
可の前提条件として、狩猟免許を有することとなっており、狩猟と管理目的の捕獲が切っても切れ
ない関係になっている。有害鳥獣による農作物被害や市街地への出没等が全国的に増加する一方で、
狩猟免許を所持する者は減少している現在において、狩猟免許を条件とした狩猟ありきの管理とい
うこの制度は果たしてどこまで維持できるのかという問題が本法には潜在している。法に求められ
る役割が今まさに変化する中で、今後どのように制度が改正されていくか、注視する必要がある。
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一般社団法人大日本猟友会「狩猟読本」より抜粋
